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放送コンテンツの海外展開の推進方策



3本日の論点

日本のコンテンツ産業の市場規模は世界第３位（2021年）であり、放送はそのうち約３割を占める。
放送コンテンツの海外輸出額は571.1億円（2020年度）で成長傾向にある。日本のコンテンツ産業の
成長、日本の各地域や伝統文化への理解の深化、それに伴う海外からの需要の呼び込みへの寄与と
いった観点から、放送コンテンツの海外展開をさらに促進していくことが重要。

これまでのWGにおける事業者等からのヒアリングや構成員間の意見交換の中で、

①海外市場における日本発コンテンツのプレゼンスの向上を図ることにより、取引機会をより獲
得しやすくするため、プロモーションの見直しが必要ではないか

②放送事業者や番組製作会社が海外の放送事業者、動画配信サービス事業者等との契約交渉力の
向上を図る必要があるのではないか

③海外の文化・言語に精通したパートナーとの連携などにより海外ニーズを把握して制作の参考
にする、デジタル技術や最新の映像制作技術を活用するなど、制作に工夫が必要ではないか。
また、そのためのノウハウの獲得、人材の確保・育成が必要ではないか

といった課題が指摘されている。



4本日の論点

＜論点①＞

◆海外市場における日本発コンテンツのプレゼンスの向上を図るためのプロモーション
について、どのような方策が考えられるか。

＜論点②＞

◆放送事業者や番組製作会社が海外の放送事業者、番組制作会社、動画配信サービス事
業者等との契約交渉力の向上を図るためには、どのような方策が考えられるか。

＜論点③＞

◆海外の文化・言語に精通したパートナーとの連携などによる海外ニーズの把握、それ
を参考とした制作、デジタル技術や最新の映像制作技術を活用した制作に取り組む際、
そのノウハウの獲得、人材の確保・育成にはどのような方策が考えられるか。



5（参考）これまでの構成員等の主な御意見

⚫ 多種多様なコンテンツが流通するグローバル市場の中で我が国の放送コンテンツの流通を促進するためには、日

本発のコンテンツの認知度を向上させ、ブランド力を高めていくことが不可欠であることから、プロモーション活動の

見直しを図る必要があるのではないか。

＜主な意見＞

・日本にはマーケティング、販売の仕方、効果的なアピール方法等に関する知見が不足しており、情報発信の改善が
必要。 【BEAJ（第４回）】

・日本の課題としては、作品そのものだけでなく、マーケティングやネットワーキング、契約交渉など、総合的なプロ
デュース力の脆弱さも本質的にあるのではないか。【福井構成員（第４回）】

・とにかく日本のコンテンツを世界に発信していき、世界中の人の目に日本のコンテンツが留まることで、日本の映像業
界のブランドが上がり、資金やモノが集まってくるのではないか。【THE SEVEN（第４回）】

・新興市場開拓への情報などの側面支援（現地での合同商談会を企画する等）が必要。JETRO商談会を現地で行うイ
メージ。そのための人材確保も必要。【テレビ東京（第４回）】

・キー局が持つ海外展開のノウハウが系列局に共有されていない。これをどう共有していくかを考えることが必要。
【音構成員（第５回）】

⚫ 我が国の放送コンテンツの海外展開を促進するためには、放送事業者や番組製作会社が海外の放送事業者、

番組制作会社、動画配信サービス事業者等との交渉力を向上させる必要があるのではないか。

＜主な意見＞

・これまで日本のコンテンツにおいて、契約や交渉が弱みと指摘されていた。著作権はプラットフォーマーに完全譲渡

し、プラットフォーマーの改変権はＯＫ、権利者による人格権行使はＮＧとなっている。グローバル配信プラットフォー

ム側に権利を独占されていては、コンテンツをグローバルに展開したとしても、日本側に収益が生まれにくく、日本に

とって将来のコンテンツ資産はないに等しい。これを覆していくには、価格協定に至らない程度の団体的な対応しか

ない。 【福井構成員（第４回・第５回）】

・グローバルプラットフォーマーとは、権利の保有、広告収入の配分、閲覧者データの公開、検索順位等の交渉が必要

であり、官も後押ししていくべき。【林構成員（第５回）】



6（参考）これまでの構成員等の主な御意見

⚫ 国内市場向けと海外市場向けでは嗜好や方向性が異なるため、国内市場向けに制作された番組をそのまま

海外展開しても海外の事業者や視聴者に受容されにくい場合もある。このため、海外の文化・言語に精通した

パートナーとの連携などにより海外ニーズを把握して制作やプロモーションの参考にするなど、海外の事業者や視聴

者のニーズを意識した番組制作、プロモーションに取り組むことが必要ではないか。

＜主な意見＞

・国内市場向けか海外市場向けかで嗜好及び方向性が異なり、そのギャップに放送事業者は苦労してきている。
【内山主査代理（第４回）】

・日本の課題としては、作品そのものだけでなく、マーケティングやネットワーキング、契約交渉など、総合的なプロ
デュース力の脆弱さも本質的にあるのではないか。【福井構成員（第４回）】

・現地の文化、風習、言語に明るいパートナーからもたらされる情報が制作の参考になる。【内山主査代理（第５回）】

・複数の文化圏にコンテンツを発信していくには、日本国内だけに受容されるコンテンツだけでは難しい場合もある。コ
ンテンツの作り方自体もよく考えながら、パートナーと組むことも大切。配信サービスであれば、尺・構成も考慮すべき。
【落合構成員（第5回）】

⚫ 我が国の放送コンテンツの海外展開を促進していくために、デジタル技術や最新の映像制作技術を活用するな

ど、制作に工夫が必要。

＜主な意見＞

・海外の動画配信サービス事業者と協業する、あるいは、そうした事業者の創り出す映像コンテンツと渡り合えるように

するため、ＶＦＸなどの最先端技術を活用した映像制作を行っていく。海外の事業者と組んで制作することもある。

【THE SEVEN（第４回）】



7（参考）これまでの構成員等の主な御意見

⚫ 番組制作会社による海外展開を発展させるためにも、放送事業者と番組制作会社との間にある著作権の帰

属に関する認識の乖離は解消する必要があるため、その解消に向けて「放送コンテンツの適正な製作取引の推

進に関する検討・検証会議で検討していただきたい。

＜主な意見＞

・番組製作会社による海外展開を発展させるためにも、著作権の帰属に関する放送事業者と番組制作会社との間の認

識の乖離の解消等を図る必要がある。【ATP（第５回）】

・海外展開を行いたい番組製作会社はいて、作り手だからこそ作品の内容を熟知しており、利活用が十分にできると考

えているが、著作権の帰属に課題がありそれができない。別の機会（放送コンテンツの適正な製作取引の推進に関す

る）検証・検討会議で検討していただきたい。【ATP（第５回）】



8世界各国のコンテンツ産業の市場規模

出典：「Entertainment Contents ∞ 2023（参考資料集）」（一般社団法人日本経済団体連合会）

⚫ 世界各国・地域のコンテンツ産業の市場規模（2021年）を国別に比較すると、日本は米国、中国に次ぐ第３位。

主要20か国のコンテンツ市場の規模（2021年）



9世界のコンテンツ産業の市場規模（コンテンツの種類別）

⚫ 世界のコンテンツ産業の市場規模（2020年）は約11,977億ドル（約126兆9,562億円*）。その内訳をコンテンツの種類別

に見ると、放送は38.3％を占める。

出典： 「Entertainment Contents ∞ 2023」（一般社団法人日本経済団体連合会）

「プラットフォーム時代の韓国コンテンツ産業振興策および事例調査（2022年3月）」（日本貿易振興機構（ジェトロ））
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10日本のコンテンツ産業の市場規模（ソフト形態別）

⚫ 我が国のコンテンツ産業の市場規模（2020年）は、11兆8,275億円。このうち、放送コンテンツ（地上テレビ番組、衛星・

CATV番組）は3兆4,199億円であり、全体の28.9％を占める。

出典：「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査研究（令和4年6月）」（総務省情報通信政策研究所）

我が国のコンテンツ市場の規模（2020年）



11世界市場における日本発のコンテンツのシェア

出典：「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」（第４回）資料４－１ PwCコンサルティング合同会社発表資料

⚫ 世界のコンテンツ市場における日本発のコンテンツのシェア（2016年）は4.4%であり、放送に限ると0.9%にとどまる。

日本発のコンテンツのシェア（全体・分野別）



12日本発の映像コンテンツの存在感の低下

⚫ 日本産コンテンツは各国・地域で一定のシェアは確保しているものの、全体としては低下傾向。 また、日本国内においても外国産

コンテンツの存在感が上昇。

＊定額制動画配信サービスにおける掲載コンテンツの時間をシェアとして算出（映画コンテンツは除く） ＊シェアは各年12月時点の値

各国で流通している映像コンテンツの原産国別シェア（定額制動画配信サービスへのコンテンツ掲載時間ベース）（2019-21年）
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13映像コンテンツの海外展開による各国の収入

出典：「Entertainment Contents ∞ 2023（参考資料集）」（一般社団法人日本経済団体連合会）

⚫ 映像コンテンツの海外展開による各国の収入を見ると、米国が144億ドルと世界第１位。

⚫ 日本と韓国の海外からの収入はそれぞれ9.7億ドル、8.8億ドルと大きな差はないが、日本はアニメが約８割、韓国は放送（実写

ドラマ）が約８割を占める等の特徴。

コンテンツの海外展開による各国の収入



14一次流通市場とマルチユース市場

⚫ 我が国のコンテンツの一次流通市場において、放送コンテンツ（地上テレビ番組、衛星・CATV番組）は１兆5,286億円の規模

を有するのに対し、マルチユース市場では8,944億円にとどまる。

出典：「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査研究（令和4年6月）」（総務省情報通信政策研究所）

日本のコンテンツの流通における市場規模（一次・マルチユース）



15コンテンツ海外展開における放送コンテンツの将来可能性

⚫ 我が国の放送コンテンツの海外輸出額は毎年度増加傾向。

⚫ 総務省は、我が国の放送コンテンツ関連海外売上高を令和７年度（2025年度）までに1.5倍（対令和２年度（2020年

度）比）に増加させることを目標とし、放送コンテンツの海外展開を推進。

出典：「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析（2020年度）」（総務省）

放送コンテンツの海外輸出額（2020年）

※ 放送コンテンツ海外輸出額：
番組放送権、インターネット配信権、ビデオ・
DVD化権、フォーマット・リメイク、商品化権等の
輸出額

※ NHK、民放キー局、民放在阪準キー局、ローカル
局、衛星放送事業者、プロダクション等へのアン
ケートにより算出

※ 2016年度以降は、商品化権にゲーム化権を明
確に含めて算出を行った等の変更がある

※ 番組放送権を含む複数の権利が販売されている
場合は、「番組放送権」として計上している（例え
ば、番組放送権とインターネット配信権等がセット
で販売されている場合は「番組放送権」に計上）



16放送コンテンツ海外輸出額の推移（ジャンル別・輸出先別・主体別）

⚫ ジャンル別では「アニメ」が、輸出先別では「アジア」、「北米」、「全世界」が堅調な伸びを示している。

出典：「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析（2020年度）」（総務省）



17海外の主なコンテンツ関連の国際見本市等

⚫ 国際見本市は、コンテンツの海外展開において新たな取引相手を得る上で非常に重要な機会であり、年間を通じて世界各地で

開催。 総合的な国際見本市だけではなく、特定分野に特化した国際見本市や招待制のセッション等も重要。

出典：「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」（第４回）資料４－２ 一般社団法人放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ）資料

国際見本市等のスケジュール



18海外での商談会

出典：https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/09/7b33bafc177b42e4.html



19映像コンテンツ市場の変化（動画配信サービス市場の拡大）

⚫ 近年、動画配信サービスの普及等により、世界的に映像コンテンツの視聴時間は増加（１日平均３時間以上視聴）。 動画配

信サービスの成長が市場をけん引するかたちで、映像コンテンツの市場規模は拡大。

⚫ 放送の市場規模がおおむね横ばいである一方、動画配信サービスは今後も急速な拡大が継続する見込み。

世界の映像コンテンツ全体の市場規模の推移（予測）
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20デジタル技術・最新技術の活用による映像制作

出典：パナソニック株式会社ウェブサイト
https://connect.panasonic.com/jp-ja/products-services_kairos-cloud

映像制作現場のDX支援

シームレスな映像制作ワークフローを実現。現場からネットワークにつなぐだけで、
省力化および機材数の最小化と、リモートによる分散型ワークフローが可能に
なり、約30％の業務効率化を実現

AIの活用（自動ダイジェスト編集）

出典：日本電気株式会社ウェブサイト
https://jpn.nec.com/bv/hoso/ai_recognition.html

アーカイブされた映像をもとに、各種認識技術とAIを用いて、ス
ポーツ試合のOA映像からニュース番組で使用するダイジェスト
映像を作成する編集作業を自動化。

VFXの活用（バーチャルプロダクション）

背景映像の仮想空間
と実物の被写体を同時
に撮影し、合成する制
作環境を実現すること
で、クリエイターの想像
力や演者の表現力を
再現に引き出し、コンテ
ンツの価値を高めること
に貢献

出典：ソニー株式会社ウェブサイト
https://www.sony.jp/crystal-led/spl/virtual-production/



21BEAJによる海外展開支援の事例

海外ビジネスの企画組成・交渉をサポート
ローカル局等の課題である 海外事業者 とのビジネス・契約交渉ノウハウの伝授・共有

• 各社の具体的な課題や問題を相談できるビジネス・契約相談会を実施

• ローカル局等の海外ビジネスの企画組成や契約知識の習得・意識向上を推進

BEAJセミナー等通じた会員社への情報共有・交流
海外案件についての情報交換や、系列を超えたネットワークづくりの場として会員社が活用

• 先進的なローカル局やBEAJ事務局員を講師にセミナー形式で知見・ノウハウの共有（BEAJセミナー）

• 会員社が抱える海外展開の相談や悩みなどに事務局が対応する相談会をオンラインで開催（BEAJ相談会）

「海外情報レポート」の制作と情報共有
アジアの放送＆動画配信の最新情報を収集・分析

• BEAJ会員社が各国・地域のメディア関係者を取材し、レポートを寄稿

「第7回BEAJセミナー」

・「自走化を目指す海外展開について」

・「コンテンツの効果的な海外配信のための方策

出典：BEAJ資料をもとに事務局が作成

BEAJ海外情報レポート



22放送コンテンツの国際取引の推進（国際見本市への出展支援）

⚫ 国際見本市は、情報発信や取引機会の確保のため世界各地で開催されており、放送コンテンツの主要な取引の場。

⚫ 総務省では、日本の放送コンテンツの海外展開を促進するため、日本国内での国際見本市の開催や海外の主要な国際見本市

への我が国の事業者の参画を支援。

日本から、放送事業者・制作
会社等（計24社）が参加

Asia TV Forum & Market (ATF)
（2022.12, シンガポール）

・ 日本ブースを設置してオールジャパンでアピール

TIFFCOM
（2022.10, オンライン）

① Exhibitor Details
出展者情報

② Search Participants 
参加者情報

③ Pavilion List
パビリオン情報

④ Content/Service List
出展コンテンツ・サービス

⑤ ONLINE SCREENING
オンラインスクリーニング

⑥ ONLINE SEMINAR
オンラインセミナー

① ②

③ ④

⑤

⑥

MIPCOM
（2022.10, フランス・カンヌ）

・ セミナーを開催して日本の放送コンテンツを紹介

日本から、放送事業者・制作
会社等（計８社）が参加

日本の事業者が参画する主な国際見本市

国際見本市におけるコンテンツ取引

• 国際見本市は、国内外の放送局、制作会社

等においてコンテンツ取引に係る多くの決定権

者（ディシジョンメーカー）が参加していることから、

見本市を契機として海外展開につながること

が多数。

国際見本市におけるコンテンツ取引

取引件数

1,749件

取引金額

約31億円

海外からの

バイヤー数

436名
（48か国・地域）

日本からの

出展者数

119社

TIFFCOM2022（日本で開催された国際見本市）の事例

• 国際見本市には世界

の各国・地域から多

数の事業者が参画し、

多数のコンテンツが取

引



23放送コンテンツを活用した地域情報発信の支援（補助事業）

⚫ 放送コンテンツの海外展開を通じて自然、文化、地場産品・農産品等の日本各地の魅力を海外に発信し、地域からの情報

発信を強化することにより、我が国に対する関心を高めて各地域に海外から需要を呼び込み地域経済の活性化を推進。

放送コンテンツによる地域情報発信力強化事業（令和４年度第２次補正予算：7.9億円、令和５年度当初予算：0.5億円）

– 地方公共団体や観光産業、農林水産業、地場産業等の事業者・団体と地域の放送事業者等のクリエイターが連携し、

日本各地の魅力を伝える放送コンテンツを海外の放送局と共同で制作（国際共同制作）して現地で発信する取組

を支援。

日本
地方公共団体等

放送事業者
映像制作事業者

海外

視聴者

地域経済の活性化

放送局

支援

連携

共同制作・連携

放送

産品の販路拡大

観光客の増加

地域情報発信力の強化

放送コンテンツの
制作・発信等に係る

費用を補助



24（参考）放送コンテンツを活用した地域経済の活性化

⚫ 放送による情報発信を通じて地元の魅力を海外にアピールすることにより、外国人観光客の誘客や地域産品・農産品の輸出を

促進し、インバウンド・アウトバウンド需要を獲得することによって地域経済の活性化に貢献。



25（参考）総務省事業の活用を契機とした事業展開

出典：「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」（第３回）資料３－４ 山陰中央テレビジョン放送株式会社資料

山陰中央テレビジョン放送：総務省事業の発展

⚫ 山陰中央テレビジョン放送では、総務省事業でコンテンツの海外展開に取り組んだことを契機に、コンテンツを柱にしたインバウンド

観光の促進や地域の特産品のPR、ライブコマースやショート動画を活用した越境ビジネスを展開。



26韓国におけるコンテンツの海外展開の支援事例

⚫ 韓国では、韓国コンテンツ振興院（KOCCA）を中心に、企業の海外進出、人材育成、マーケティング、展示会等への支援を行

い、企画からビジネス組成まで海外展開を総合的に支援。

支援概要

◼主な支援内容（2023年）

• 国内コンテンツ企業に対する海外進出総合支援 ： 52億4,800万ウォン

（情報提供、段階別カスタマイズ型コンサルティングサービスを通じた輸出基盤強化）

• 海外拠点支援 ： 101億7,300万ウォン

（コンテンツビジネス海外拠点による市場情報提供、現地ネットワーキング、コンサルティングサービス等）

• コンテンツ輸出専門人材育成 ： 20億ウォン

• 海外法制情報等の情報提供 ： 15億ウォン

• コンテンツ海外市場開拓支援 ： 80億5,400万ウォン

（コンテンツビジネス企業の海外進出のためのオン・オフラインイベント開催）

• グローバルオンラインプラットフォーム進出支援 ： 9億9,000万ウォン

• 関係省合同韓流博覧会開催 ： 20億ウォン

• 関係省庁韓流マーケティング支援 ： 45億ウォン

• 新技術融合コンテンツ海外展示会開催 ： 40億ウォン

等

支援組織 • 文化体育観光部 韓国コンテンツ振興院（KOCCA）

出典：韓国政策ブリーフィング「2023年支援事業説明会資料」をもとに事務局作成



地域情報を地域内外に安定的・継続的に届ける方策



28本日の論点

ローカル局が、今後も、地域情報や伝統文化に関する情報、災害情報等の共有や多様な価値観に対する相互理解
の促進といった社会基盤としての役割を果たしていくためには、視聴スタイルの多様化に対応した発信が求められ
ており、そのためには、ローカル局による放送コンテンツのインターネット配信を促進することが重要。

これまでのWGにおける事業者等からのヒアリングや構成員間の意見交換の中で、

① 海外を含む地域外への発信やインターネット配信を前提とした放送コンテンツを制作する際の権利処理のノウ
ハウやこれに対応できる人材が不足している

② クラウドを活用した制作、SNSや動画配信プラットフォームを活用した発信などデジタル技術を活用した制作・
流通に対応できる人材が不足している

といった課題が指摘されている。

＜論点①＞

◆ ローカル局が、海外を含む地域外への発信やインターネット配信を前提とした放送コンテ
ンツを制作する際の権利処理を行う体制を確保するためにはどのような方策があるか。

＜論点②＞

◆ ローカル局が、クラウドを活用した制作、SNSや動画配信プラットフォームを活用した発信
などデジタル技術を活用した制作・流通に対応していくためには、どのような方策があるか。



29（参考）これまでの構成員等の主な御意見

⚫ ローカル局が、今後も、地域情報や伝統文化に関する情報、災害情報等の共有や多様な価値観に対する相互

理解の促進といった社会基盤としての役割を果たしていくためには、視聴スタイルの多様化に対応したインターネッ

ト配信などによる発信が求められるのではないか。

＜主な意見＞
・自分の役割を果たそうとしているローカル局の取組をしっかり応援するのが政策の役割だろう。【音構成員（第３回）】
・インターネット配信の自社のチャンネルから地域の視聴者にタイムリーに今の状況を伝えていくことがローカル局、報道
機関としての役割と強く考えている。【北海道テレビ放送（第３回）】

⚫ 視聴スタイルの多様化への対応については、ローカル局による放送コンテンツのインターネット配信の促進が重要。

インターネット配信を前提とした放送コンテンツを制作する際の、局内での権利処理に関するワークフローの工夫、

デジタルツールの活用、配信プラットフォームとの契約交渉といった課題を乗り越える方策の検討が必要ではないか。

＜主な意見＞
・配信でどのように見せていくかはテクニックが必要であり、ノウハウの蓄積が重要である。【音構成員（第３回）】
・例えば権利処理などの共通の課題については各社のナレッジを言語化して共有することが望ましい。【長谷川構成員
（第３回）】

⚫ 地域社会からは、ローカル局は、これまで社会基盤としての役割を果たす中で培ってきたノウハウを生かし、地域と

連携した地域情報の発信等を通じた地域活性化への貢献への期待があるのではないか。

＜主な意見＞
・地域社会を顕在化させている番組を継続的に制作して、信頼を得ている局は一定数存在する。アワード等を通して、
地域社会を盛り立てる支援が必要である。【音構成員（第３回）】
・ローカル局が地方に存在していく意義が大事。ニュース・防災といった公益性の高い、地域社会にとって重要な情報の
発信の担い手というものもあるが、文化の発信拠点としての役割も社会形成には有意義ではないか。
【落合構成員（第５回）】



30視聴スタイルの多様化への対応事例①（九州朝日放送）

出典：「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」（第３回）資料３－３ 九州朝日放送株式会社資料

⚫ 視聴スタイルの多様化に対応するため、九州朝日放送では、スマートフォンアプリにて朝の情報番組の同時配信を実施。

九州朝日放送：情報番組のスマートフォンアプリ向けの同時配信



31視聴スタイルの多様化への対応事例②（Locipo）

【Locipoの取組】

配信プラットフォームのみならず、ニュース・生活情報を提

供したり、取材した動画情報をマップと共に提供するな

ど、様々な取組を４局共同で実施

地域の視聴者に求められる情報を届けるために、自治

体・地元企業・店舗と連携した取組を行ったり、将来的

にはコネクテッドテレビ等への配信対応を検討するなど、

様々なデバイスへの情報発信を志向

出典：「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」（第２回）資料２－４ Locipo資料

⚫ Locipoは、名古屋に本社を置く民間放送局４社が共同で、動画を中心としたさまざまな情報を配信する公式サービスで、配信
プラットフォームのみならず、ニュース・生活情報を提供したり、取材した動画情報をマップと共に提供するなど、様々な取組を実
施。

⚫ また、地域の視聴者に求められる情報を届けるために、自治体・地元企業・店舗と連携した取組を行ったり、将来的にはコネク
テッドテレビ等への配信対応を検討するなど、様々なデバイスへの情報発信を志向。



32視聴スタイルの多様化への対応事例③（北海道テレビ放送）

⚫ 北海道テレビ放送では、放送コンテンツを軸に、インターネット配信、Webメディア、EC等のデジタル展開を推進。

出典：「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」（第３回）資料３－２ 北海道テレビ株式会社資料

北海道テレビ放送：デジタル展開の事例



33ローカル局における権利処理の体制（アンケート調査）

人数 回答数 割合

０人 7 7.7%

１～２人 64 70.3%

３～４人 13 14.3%

５～９人 4 4.4%

10人～14人 2 2.2%

15人～19人 0 0％

20人以上 1 1.1%

総計 91

出典：総務省「放送コンテンツ等のネット配信に係る権利処理の実態等に関する調査研究」（2022年度）

【ローカル局（※１）における権利処理業務担当者（※２）の人数】
※１ 民間地上基幹放送事業者（テレビジョン放送）のうち、在京キー局５社を除く122社を対象に実施（令和4年11月24日～ 12月23日）
※２ 各番組制作等の中での担当業務の１つとして楽曲情報の入力等の業務を行っている方は含まず、各放送局の権利処理の担当部局などで、

主たる業務として権利処理（権利者団体との交渉等）に取り組む担当者の人数を回答。

⚫ ローカル局における権利処理業務担当者の人数は「１～２人」との回答が最も多く、約７割に上る。また、担当者が「０人」と
回答した社も一定数見られた。



34ローカル局がインターネット配信を行う際の課題（アンケート調査）

選択肢 回答数 割合

放送番組のインターネット配信に係る権利処理についてノウハウがなく、何をすれば
いいか分からないこと

21 23％

放送番組のインターネット配信に係る権利処理に対応するだけの人員が足りないこ
と

30 33％

放送番組のインターネット配信に係る権利処理に必要な使用料について、予算の制
約があること

7 8％

どれだけスポンサーが付くか分からないなど、ビジネスモデルとして成り立つか経営判断が
困難なこと

25 27％

特にない 1 1％

その他 7 8％

総計 91
出典：総務省「放送コンテンツ等のネット配信に係る権利処理の実態等に関する調査研究」（2022年度）

【ローカル局（※）が放送コンテンツのインターネット配信を行う際に最も大きな課題と考えるもの】
※ 民間地上基幹放送事業者（テレビジョン放送）のうち、在京キー局５社を除く122社を対象に実施（令和4年11月24日～ 12月23日）

⚫ ローカル局が放送コンテンツのインターネット配信を行う際の課題と考えるものとして、「放送番組のインターネット配信に係る権利
処理 に 対 応 す る だ け の 人 員 が 足 り な い こ と 」 、 「 放 送 番 組 の イ ン タ ー ネ ッ ト 配 信 に 係 る 権 利処理 に
ついてノウハウがなく、何をすればいいか分からないこと」といった回答が多く挙げられた。



35放送コンテンツのインターネット配信に関する権利処理（映像実演の例）

出典：aRmaウェブサイト（ https://www.arma.or.jp/）の情報を参考に事務局作成。

映像実演の権利者団体の
映像コンテンツ二次利用に
係る権利処理業務を共同化

aRmaに対して個別に申請
を行い、許諾を得ている

⚫ （一社）映像コンテンツ権利処理機構（aRma）は、権利処理の効率化を実現し、急増する「コンテンツの二次利用」のニーズ
に応えていく観点から、映像実演の権利者団体（※）が放送コンテンツのインターネット配信を含む、映像コンテンツの二次利
用に係る業務を共同化。

※ 一般社団法人 日本音楽事業者協会、公益社団法人 日本芸能実演家団体協議会、一般社団法人 日本音楽制作
者連盟、一般社団法人 映像実演権利者合同機構、一般社団法人 演奏家権利処理合同機構 MPN

⚫ 利用者である放送局などはaRmaに対して、個別に申請を行い、許諾を得ている状況。

https://www.arma.or.jp/


36地域における映像コンテンツの制作

⚫ ローカル局が自主制作するコンテンツは報道・情報番組等が主であり、番組自主制作比率はおおむね10%程度。

民放各局における番組自主制作比率（2021年度）

出典：「日本民間放送年鑑」各年度版等をもとに事務局作成
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キー局

2,186億円

ローカル局

55億円

中京広域局

268億円

準キー局

569億円

ローカル局の主な自主制作番組

報道・情報番組、地方議会中継、地元開催のスポーツ中継 等

2021 年度

11.4 %

2020 年度

11.2 %

2019 年度

11.0 %

2018年度

10.8 %

2017 年度

10.7 %

ローカル局の
番組自主制作比率（平均）

10.0%

ローカル局


